
第8期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

小鹿野町福祉課　介護保険担当　

項目名 細目名
目標を設定するに至った

「現状と課題」
第８期計画における「取組」

「目標」
（事業内容、指標等）

中間
見直し

取組の具体的な実施内容、実績
自己
評価

評価の理由 課題と対応策 実施状況 公表の方法

小鹿野町
①自立支援・介
護予防・重度化
防止

健康講演会の開催　など

一般高齢者が、地域において自立した生活を
営むためには、生活機能の維持だけでなく、
生きがいを持って日常生活を過ごすことが重
要である。
「健康講演会の開催」の積極的な実施や「こ
じか筋力体操」等の住民主体の通いの場を支
援し、地域介護予防活動の場の拡大・充実を
支援する。

①健康講演会の開催
②こじか筋力体操の推進（か所数の増加）
③こじか筋力体操の推進（参加人数の増加）

　Ｒ３　　　Ｒ４　　　Ｒ５
①５回　　　５回　　　５回
②１７か所　１７か所　１７か所
③４５０人　４５０人　４５０人

なし

Ｒ４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①１回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②１６か所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③２８３人

○

①１÷５＝２０％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②１６÷１７＝９４．１１％　　　　　　　　　　　　　　　
③２８３÷４５０＝６２．８％　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①～③の平均→５８．９７％　Ｒ３年度に引き続
き、コロナ感染防止の観点で講演会や集合形
式での体験教室の実施を見送った。こじか筋
力体操は地域の状況をみながら事業が継続
できた。

昨年度同様、コロナ禍であり、新規立ち上げにはつ
ながっていない。Ｒ３年度に引き続き、１６か所全
てが活動を継続しており、各通いの場で無理なく活
動している。
通いの場がない地区においては、高齢者の筋力低下
が顕著な地区もあり、早期に対応を検討する必要が
あるため、事業対象者・要支援者は元気はつらつ教
室への参加を進めている。また、いきいきサロンに
おいてこじか筋力体操を全町で実施した。

実施 HP

小鹿野町
①自立支援・介
護予防・重度化
防止

自立支援型地域ケア会議での
検討件数　など

介護予防での成果を踏まえ、介護予防・自立支
援の取り組みを要介護認定者にも広げていくこ
とで、要介護１、２の方には重度化防止を、要
介護３以上の方には、施設入所せず在宅で生活
できる支援を充実させていく必要がある。
　高齢者が要介護状態等になった場合であって
も、生きがいを持って日常生活を過ごし、住み
慣れた地域で安心して生活を継続するために、
その方の尊厳を保持し、その有する能力に応じ
た自立した日常生活を営むことができるよう、
ニーズの把握や在宅で生活する上での支援を
行っていく。

①自立支援型地域ケア会議の開催
②地域ケア会議におけるリハビリテーション専
門職等の相談件数

　Ｒ３　　　Ｒ４　　　Ｒ５
①１２回　　１２回　　１２回
②４件　　　６件　　　８件

なし
Ｒ４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①９回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②５件

○

①９÷１２＝７５％　　　　　　　　　　　　　　　　　
※令和４年度はコロナ感染防止の観点により
中止が１回、不調により中止が２回　　　　　　　
②５÷６＝８３．３％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①と②の平均→７９．１５％　　

自立支援型地域ケア会議については令和４年度以降も継
続して開催していく。
小鹿野町地域包括ケアシステムに位置づけられている地
域ケア会議と包括ケア会議との連携が不足しているた
め、会議の結果報告などを通じ、関係者に情報共有をし
ていきたいと考えている。
リハビリテーション専門職等派遣事業については、Ｒ４
年度はホームページに掲載しＰＲを行ったところ、ケア
マネからの相談もあり一体的事業該当者とあわせ５名の
方に理学療法士による個別面談を行い、個々保評価に繋
げることができた。

実施 HP

小鹿野町
①自立支援・介
護予防・重度化
防止

介護保険サービス未利用率の
減少

介護保険サービスの給付にあたって、必要と
する人が、必要とするタイミングで認定を受
けることが望ましいと考えている。
要介護認定にも経費が発生している。いわゆ
る"お守り認定"を少なくして経費削減に努め
たい。

①介護保険サービス未利用率の減少
　Ｒ３～Ｒ５
①１５％以下

なし

Ｒ４
①１６．１９％
令和４年度中の給付が０件である者÷年度末
時点での要介護認定者数＝１２６人÷７７８
人＝１６．１９％

○

１５％以下の目標に対し、その８０％の達
成率の場合、１５％×１．２＝１８％であ
るため。
１８％≧１６．１９％

要介護認定新規申請時には必ず受付シートを用い被
保険者本人の意向を本人及び家族に確認しつつ申請
相談業務に当たっている。
認定を受け、サービス利用するかどうかは、最終的
には被保険者本人によるものだが、今後も継続して
聞き取りを実施し適切な支援をしていく。

実施 HP

小鹿野町 ②給付適正化 要介護認定の適正化　など

介護保険事業の健全な運営には、介護給付を必
要とする利用者を適切に認定したうえで、利用
者が真に必要とするサービスを、介護サービス
事業者がルールに従って、適切に提供すること
が重要。
具体的には、県が策定した「埼玉県介護給付適
正化計画」に基づき、５つの主要事業（要介護
認定の適正化、ケアプランの点検、住宅改修の
点検及び福祉用具購入・貸与調査、医療情報と
の突合・縦覧点検、介護給付費通知）を中心と
した取り組みを推進し、介護給付の適正化に努
める。

①要介護認定の適正化
②ケアプランの点検
③住宅改修の点検及び福祉用具購入・貸与
調査
④医療情報との突合・縦覧点検
⑤介護給付費通知
⑥給付実績の活用

　Ｒ３～Ｒ５
①・認定調査員研修の年１回実施
　・意見交換会の月３回実施
②町内すべての居宅介護支援事業所に対し、
順次点検を実施
③引き続き住宅改修の全件の現地調査を実施
④毎月実施
⑤年２回（６ヶ月分／１回）
⑥毎月実施

なし

Ｒ４
①・認定調査員研修は受講しなかった
　・意見交換会も実施していない
②Ｒ４年１２月に町内全３か所すべての居宅
介護支援事業所に対しケアプラン点検を実
施。計９名分の点検を実施し、当年度中に改
善報告を求めた。
③住宅改修の全件の現地調査を実施した。
④毎月実施
⑤年２回発送を行った。
⑥令和４年２月の介護保険運営協議会及び令
和４年６月の包括ケア会議にて給付実績を活
用した介護分析結果を報告した。

△

①０％
②１００％　目標どおり達成
③１００％　目標どおり達成
④１００％　目標どおり達成
⑤１００％　目標どおり達成
⑥２月／１２月＝１６．６７％

①～⑥の平均→６９．４５％

研修及び意見交換会は、認定調査員（個人）との契
約内容の問題から実施ができなかったが令和４年度
に変更を行い、実施出来るよう整備した。Ｒ５年度
秋に受講を予定している。
令和３年度から単独事業としてケアプラン点検を開
始し、Ｒ４年度も全事業所のケアプラン点検が実施
できた。引き続き、町内のケアマネジメントの質の
向上に繋げていく。
②～⑤については前年度から継続実施できている。
給付実績の活用は、令和３年度、４年度は主要な２
会議のみ実施した。令和５年度は少ない時間で継続
的な給付の分析ができるような取り組みを検討して
いく。

実施 HP

課所名・担当名

貴自治体において第８期介護保険事業計画に記載している内容 令和４年度（年度末実績） 公表の状況
保険者
名
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